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 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

令和８年熊本地震では、住宅やライフライン等に甚大な被害が生じ、多くの

住民が猛暑の中での避難生活を強いられた。長期断水により、水や衛生的なト

イレの確保が課題となったほか、雑魚寝を強いられ、着替え等にも支障が生じ

る避難所も見られるなど、安全とプライバシーに十分配慮した避難生活環境の

一層の改善が必要であることが改めて明らかとなった。 

令和６年能登半島地震の教訓やスフィア基準等を踏まえ、国は、避難生活環

境に関する一定の水準を示す一方、その実現に必要な人員、備蓄及び受援体制

の整備は自治体の役割とされていることから、対応に地域差が生じている。 

また、大規模災害時には自治体の行政機能が低下し、単独の対応には限界が

あることから、国による財政的・技術的支援を拡充するとともに、関係機関が

その対応能力を広域的に補完する体制を充実させる必要がある。 

よって、本県議会は、国会及び政府において、国の指針等に示された避難生

活環境の水準が地域にかかわらず確保され、避難者の安全と尊厳が守られるよ

う、次の事項について特段の措置を講じることを強く要請する。 

１ 飲料水や生活用水、衛生的な男女別トイレ、更衣室の確保など、施設の整

備、備蓄及び受援体制の充実に対する財政的・技術的支援を拡充すること。 

２ 熱中症、エコノミークラス症候群等を防ぐため、ＤＭＡＴ（災害派遣医療

チーム）等の保健医療福祉活動チームを早期に派遣するとともに、避難所の

みならず在宅・車中泊避難者等への巡回支援体制の整備を支援すること。 

３ 避難所運営への女性の参画を推進し、避難所内の区画・動線や物資の選

定・配布等に女性の意見を反映することにより、性暴力等の防止及び相談体

制の整備に取り組めるよう、研修や人材育成等の支援を強化すること。 

４ 被災自治体における物資・資機材の不足を迅速に補えるよう、国の分散備

蓄拠点における備蓄及び確保・供給体制を一層充実させること。 


